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１．研究目的と背景

　中国は，世界の製造大国である。９０年代，中

国での製造業は労働集約型が多く，製品が低価

格帯に偏っていた。先進国と比べ，製造技術の

基礎部分が弱いことに加え，革新能力が不足し

ているという課題があった。中国政府は，各種

製造技術の振興と企業の競争力を強化するため，

「国家中長期科学技術発展規画綱要」などの政

策を打ち出し，中国の製造業の研究開発及び技

術活動の重要性を強調した。以下，『中国科技

統計年鑑』のデータを用いて，中国における企

業の研究開発及び技術活動の発展を見てみよう。

　まず，図１から中国での科学技術活動経費が

年々増加していると分かる。１９９５年は，約３８７
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図１　製造業企業の科学技術活動費用の源泉

（出所）『中国科技統計年鑑』より筆者作成。

＊　本論文の作成にあたって，中国経済学会第１２
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ら貴重なコメントを頂きました。ここに深く感
謝の意を表します。
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億元，その５年後の２０００年には２倍近くの８３９

億元となり，更に２００７年には，４０１３億元で，１０

倍以上に急増した。特にその内訳をみると，約

９０％が企業の資金によるものである。政府資金

と金融機関からの貸出は，１０％未満だった。企

業が科学技術活動を行う中心的な役割を果たし

ていることは明らかである。

　次に，企業の科学技術活動経費は，どこに使

われているのかについて，図２研究開発投入に

目を向けよう。研究開発資本投入と研究開発活

動に従事している人の人件費に使われていると

思われる。研究開発資本投入は，１９９５年７８億元，

２０００年３２３億元で，４倍に，２００７年２，００９億元で，

約２５倍に膨らんで，それぞれ中国全体での科学

技術活動経費の２０％，３８％，５０％を占める。そ

の一方で研究開発活動に従事している人の人件

費は，具体的なデータがない。しかし，毎年研

究開発に投入している人数は，１９９５年２２万人，

２０００年２９万人，２００７年７７万人と増加し，同様に

右肩上がりの傾向がある。

　さらに，中国における企業の研究開発活動は

企業に大きなメリットをもたらすことができる。

図３新商品の研究開発投入と産出を見てみよう。

勿論，研究開発が即座に新商品の生産につなが

るとは限らないし，また新商品が研究開発の結

果であるとは限らないが，傾向としては，新商

品の研究開発投入の増加分より，新商品の生産

高と売上高の増加が遥かに大きいことは一目瞭

然である。企業が競争に勝つために，研究開発

活動を通じて，生産拡大と市場拡大に繋がって

いると思われる。

　同時に，企業の特許出願にも繋がっている。

図４に示した通り，中国における製造業の企

業の特許出願数は１９９５年３，３４３件から２００７年の

９３，５７６件となり，２８倍に，発明所有特許数は

２，１８９件から４２，４５５件となり，２０倍に急増して

いる。

　以上の通り，９０年代から２００７年の１０数年の間，

中国での研究開発活動に関して，資金と人的な

投入が年々増加しており，企業にも大きなメ

リットをもたらした。中国における企業の成長

と競争力の強化のため，研究開発活動は大きな

役割を果たしていると思われる。しかし中国に

おける研究開発活動を行っている企業が中国企

業全体に占めるシェアはまだ多くない。低賃金

労働に依存した労働集約産業中心の経済発展か

ら産業構造の転換が求められている中国につい

て，研究開発の実態を明らかにする研究の意義

図２　製造業企業の研究開発投入

（出所）『中国科技統計年鑑』より筆者作成。
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は大きいと考えられる。そこで，どのような要

因が中国企業の研究開発活動の決定に影響を与

えるのかについて，まず解明すべきと思われる。

　論文の構成は，以下の通りである。次節で先

行研究をサーベイし，中国企業の研究開発活動

に影響を及ぼす要因を探り，その問題点を明確

化する。第３節では企業レベルデータを用いて，

企業規模別，所有構造別に中国企業の研究開発

活動の状況を比較しながら，それぞれの特徴を

明らかにする。第４節では企業の資金制約，市

場戦略及び企業の経営状態を焦点として，中国

企業の研究開発活動への影響について，仮説及

図３　製造業企業の新商品の研究開発投入と産出

（出所）『中国科技統計年鑑』より筆者作成。

図４　製造業企業の特許の状況

（出所）『中国科技統計年鑑』より筆者作成。
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び推定モデルを紹介し，企業規模別，所有構造

別に実証分析を行い，その推定結果を中心に報

告する。最後に，全体の結論をまとめ，今後の

課題に言及する。

２．先行研究

　企業の研究開発活動についての理論研究は，

Schumpeter（１９４２）に遡る。Schumpeter は，革

新の担い手として完全競争企業はありえないと

し，ある程度の規模や市場支配力を持つ企業を

想定した。特に，企業の規模が重要であると強

調した。大企業は情報蓄積と危険資本の両面で

小企業より優位にあるため，研究開発は小規模

企業よりも大規模企業でより促進される。この

理論の妥当性を巡って，先進国では早くから

様々な実証分析の蓄積もあった１。しかし，検

証対象（特定の国，地域），検証期間，使用デー

タの違いもあり，規模による企業の研究開発投

入への影響に関しては，統一的な知見は得られ

なかった（呉２００７，p. １２９）。

　先進国企業を巡って蓄積された研究と比べて，

中国企業の研究開発投入についての研究は，ま

だそれ程多くない。また中国は移行経済にある

ため，先進国の企業と比べ，特有な経済構造に

直面していることにより，研究開発活動に与え

る要因も異なる可能性があると考えられる。ま

だ数は多くないが，以下の研究は，現代中国の

移行経済における所有構造などの要因が企業の

研究開発へ与える影響について，実証分析を通

じて考察した。

　Hu and Albert（２００１）が，１９９５年の北京市の

ハイテク企業８１３社のクロスセクションデータ

を用いて行った実証分析によると，企業の所有

構造の影響は大きな違いが見られなかった。

Jefferson et al.（２００４）は１９９７－１９９９年における

中国の大中型製造業５，４５１社のパネルデータを

利用し，研究開発投入の決定要因について実証

分析を行った。産業別の要因をコントロールし

ない場合では，外資及び中華系企業２　は国有企

業より研究開発の投入水準が高いが，産業をコ

ントロールした後は，所有構造による違いがな

いという実証結果である。

　安・施・Alcorta（２００６）は，中国江蘇省に企

業を限定して，アンケート調査を行い，産業，

企業規模，所有構造などの要因が企業の研究活

動に与える影響について考察した。主な結論と

して，いずれの産業に属するかは該当企業の研

究開発投入集約度（研究開発支出／売上高）を決

定する重要な要素である。更に所有構造につい

ては，外資企業の研究開発投入集約度が最も高

く，国有と集団企業が低く，株式会社と有限責

任公司及び中華系企業はその間にあることを明

らかにした。

　その一方，解・唐・陸（２００９）は中国の上場

企業のデータを，李・宋（２０１０）は世界銀行が

行った中国１８都市における製造業１，４８３社の調

査データを， ・譚・王（２００７）は規模以上の

中国企業レベルのデータを利用した分析を行い，

両研究とも国有企業は民営企業よりも研究開発

に積極的であるという実証結果を得た。

　移行経済における所有構造に注目し，分析し

てきたこれらの先行研究は，所有構造の影響に

ついて，異なる知見を得ている。その理由とし

ては，検証対象，期間，使用データの違いによ

るものと考えられる。中国の企業数は，規模以

上の企業だけでも３０万社（２００７年時点）が存在

する中，サンプルをある地域に限定（Hu and 

Albert ２００１，安・施・Alcorta ２００６），またはあ

る一部企業に限定（Jefferson et al. ２００４，解・

唐・陸　２００９，李・宋　２０１０）して分析すること

はデータの偏りにより中国企業の研究開発活動

の決定要因の全貌を掴めない一つの要因とも考

えられる。更に次節で詳しく説明するが，中国

───────────
１　企業の研究開発活動についてより詳しい理論
発展及び実証分析のサーベイは，呉（２００７）を
参考されたい。

───────────
２　中華系とは，香港，台湾，マカオからの投資
で設立した企業であり，外資とは，それ以外の
外国（あるいは地域）からの投資で設立した企
業を指す。
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の企業の所有構造について，「登記類型」上の

所有と実際の資本支配による所有形態が異なっ

ている。一般的に行われているように企業の

「登記類型」を用いて，企業の所有形態を定義

する場合，国有企業など中国国内企業を過小評

価し，外資企業を過大評価するといった問題が

残されている。

　それゆえ，中国企業の研究開発の実態を把握

するため，大規模な企業データを用いた分析が

望ましい。また蓄積されてきた先行研究を踏ま

えて，先進国企業の分析と中国の特有な要因な

どを合わせて，企業規模，所有構造の影響につ

いて，より全面的，具体的な分析が必要とされ

ると思われる。更に，規模，所有構造が異なる

企業は直面する資金制約，企業戦略も決して同

じではない。そのため，企業レベルでの丹念な

分析がより重要となっている。なぜならば，研

究開発を行う主体が企業であり，ある企業が研

究開発活動を行うかどうかについて決定する際，

企業の規模，所有構造の違いに応じて，自身の

制約要因も異なることが十分に考えられるため

である。企業自身の制約要因と言えば，例えば，

以下述べるように資金の制約と，国内で販売す

るか輸出し国際市場で競争するかの違いをあげ

ることができる。

（１）資金制約

　一般的に，企業の財務状況の違いは研究開発

活動を行うかどうか，また研究開発費をいくら

投入するかということに影響を与える可能性が

あると考えられる。元橋（２００９）では，研究開

発投資は設備投資（有形固定資産投資）と比べ

て将来の収益に関する不確実性が高いため，企

業内部の資金が用いられることが多い，また，

企業の財務状況の悪化が研究開発投資にマイナ

スの影響があることを，研究開発の決定要因に

関する分析によって確認した。

　その一方，企業の研究開発活動には，企業内

部の資金が用いられたり，外部資金を調達する

こともある。また外部資金を利用する場合，負

債よりもエクイティに依存する傾向が強いと考

えられる（Myers and Majluf １９８４，Brown et al. 

２００９）。Brown et al.（ ２００９）では，アメリカに

おける１９９０年代の研究開発ブームの大きな要因

として，株式市場がハイテク産業に属する新興

企業の資金供給源となったことが分かった。し

かし，１９９９－２００８年の日本企業の研究開発と資

金調達，所有構造についての実証分析を行った

蟻川・河西など（２０１１）では，増資と研究開発

投資の間に有意な関係は見られなかった。日本

では，資本市場が研究開発投資への重要な資金

供給源として機能していない可能性が示唆され

る。ただし，外部資金を利用する場合，負債の

影響に関しては，大型企業では一定程度の負債

の増加が研究開発の増加につながったが，小型

企業については負債の増加は研究開発投資の削

減に繋がっていたという企業規模による相違も

分かった。

　中国の場合，周・賀・沈（２０１２）は一定規模

以上の企業レベルデータを用いて，企業の資金

の流動性が研究開発資金投入にプラスな効果が

あることを明らかにした。しかし，企業規模，

企業の所有構造により資金の制約の差があるの

か言及していない。中国では，企業規模，企業

の所有構造により資金の制約の差が大きい。富

士通総研（２００７）は制度面の制約がある３　ため，

銀行から借入できるのは中堅以上の企業に限定

され，大型国有企業は資金的にゆとりがあるが，

中小企業の資金難はいっそう深刻化していると

指摘している。渡辺（２０１１）は，中国の金融シ

ステムは国有の大型企業を優遇し，公有部門の

身分や公有部門から権利の委譲を受けるなど，

自己資金の蓄積，海外からの資金調達面で絶対

的に有利であり，さらに銀行融資，株式発行，

債券発行といった金融市場の利用についても，

国有企業が有利であるという現実が残っている

ことを指摘する。他方，民営企業，中小企業な

どは差別的な待遇を受け，外部資金の獲得ほと

３　直接金融市場での株式発行はほとんどに国有
企業に限定され，現状では，非国有企業の上場
は全体の１割程度である。

───────────
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んどアクセスできないと説明している。このよ

うに，中国企業の企業規模，企業所有構造によ

り研究開発投資の増減に影響があるのか，ある

いはどのような影響があるのかの解明は，未解

決の課題として残っている。

　

（２）輸出と研究開発活動

　Costantini and Melitz（２００８）は，企業が将

来的な貿易自由化による輸出参入を予見する場

合，貿易自由化に先立って，生産性を引き上げ

る研究開発活動を実施する可能性をシュミレー

ションにより示した。彼らのモデルでは，輸出

参入と研究開発活動の因果は貿易自由化の予見

性と自由化のスピードに規定される。また，

Aw et al.（２０１０）は，輸出参入と研究開発活動

をそれぞれ将来の生産性を引き上げる投資活動

としてとらえた。彼らの研究は，輸出と研究開

発活動は，生産性の上昇に於いて直接的な補完

関係はないものの，それぞれが独立に将来の生

産性を上昇させるため，間接的に他方の投資の

期待収益率を上昇させる。結果として輸出と研

究開発活動は相互に誘発しあう関係となる。さ

らに，中国の場合，周・賀・沈（２０１２）では一

定規模以上の企業レベルデータを用いて輸出は

全体的に企業の研究開発に促進する効果がある

ということが明らかになった。八代（２０１１）は，

中国の民営企業に限定した実証分析によって，

輸出を行う中国企業は国内に留まる企業より研

究開発投資や新製品開発を行う可能性がより高

いことを示した。したがって，中国の民営企業

について，競争力の高い企業による輸出活動へ

の自己選択的参入が成り立っていると同時に，

輸出活動は中国の民営企業の研究開発活動を刺

激する効果を伴う可能性がある。

　その一方，中国における外資企業現地法人の

研究開発の決定要因については，欧米や日本の

多国籍企業による先進諸国間における研究開発

活動の決定要因と異なる部分があるということ

が，大川（２００８）によって指摘されている。大

川（２００８）によると，（中国のような）公共知識

資本の乏しい途上国で先進国多国籍企業が研究

開発活動を行うのは，途上国の子会社の技術水

準を向上させることによって大幅な利潤の増加

を実現出来るときである。このため，十分に大

きな市場を持つ途上国ほど，先進国多国籍企業

は研究開発活動を行いやすくなる。また，現地

で競合する企業が存在する時の方が，子会社に

研究開発資源を投入することによる限界利潤が

大きくなることから，多くの企業が競争してい

る途上国ほど先進国多国籍企業は研究開発活動

を行う誘因が高くなることが分かった（大川

２００８，p. １３２）。しかし，大川（２００８）は，海外

子会社の研究開発活動の決定要因の理論的な枠

組みしか提供出来なかった。他方，Ito and 

Wakasugi（２００７）は日本の海外現地法人のデー

タを利用して，海外での研究開発の決定メカニ

ズムを市場要因と企業要因から実証的に分析し

た。中国は市場としての重要性を高めてきたた

め，中国国内での販売のため研究開発を行って

いる企業は少なくないと考えられる。国内企業

か外資企業かの違いにより，中国国内で販売す

るか，輸出し国際市場で競争するかといった経

営戦略上の相違が存在しているため，その研究

開発活動に違う効果が出てくる可能性があると

思われる。

　以上の先行研究の問題点を踏まえ，本論文で

は企業自身の要因を中心に中国における研究開

発活動の決定要因を解明する。『中国鉱工業企

業テータベース』の企業レベルの個票を用いて，

企業規模別，企業所有形態別に，丹念に実証分

析を行う。

　
３．企業レベルデータからみた
　中国企業の研究開発活動

　

　本節では，企業規模別，企業所有形態別で，

中国企業の研究開発活動の状況にどのような違

いがあるのかを『中国鉱工業企業テータベース』

の企業レベルの個票を用いて，先に見てみよう。

　中国鉱工業企業データベースは，中国統計局

が行った「規模以上工業統計報表統計（規模以

上工業統計調査）」からの資料を基に整理された

データベースである。統計対象は中国における
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一定規模以上（年売上高額５００万人民元以上の

国有企業及び非国有企業）の工業企業である。

本データベースでは，３０万社以上の中国鉱工業

企業を収録し，これらの企業による生産額の合

計は中国工業総生産値の約９０％を占めている。

本データベースは，そのサンプル企業の範囲，

産業分類，指数の精度の高さにより，中国の企

業レベルのミクロデータ分析に関しては，現段

階において最適のリソースと思われる４。

　分析の前に，以下の条件及び手順でデータの

クリーニングとパネル化を実施した。まず，毎

年２０～３０万社を含む巨大なデータセットなので，

しばしば入力ミスなどによる異常値が含まれる。

このようなサンプルの存在によって分析の結果

が影響される危険性を排除するため，①企業活

動の基本的な情報である生産量，売上高，付加

価値，雇用者数，輸出額，資本総額が，負の値

を取るサンプルを除外した。②ごく一部の企業

について，企業コードが重複している。パネル

データを使用するため，企業コードの重複する

企業を削除した。また，分析の目的に沿って，

③産業コード１３以下（鉱業），４４以上（水道，ガ

ス業などインフラ産業）のサンプルを削除し，

製造業のみに限定した。④研究開発についての

データは，２００５年からあるため，分析期間を

２００４年－２００７年とする。期間内のすべての企業

コードをキーとして，パネル化した。この期間

での個票データは合計３９８，５１６社であった。そ

の中で，４年間すべてのデータを揃えた企業

は全体の４４％（１７５，５８６社）を占める。⑤後ほ

ど述べる実証分析に備えて，この Unbalanced 

panel data から balanced panel data への処理

（いずれかの調査年でのデータがないサンプル

を削除）をした。つまり，分析対象は分析期間

にすべてのデータを揃えた中国の製造業企業

（１７５，５８６社）に限定した。処理する前のオリ

ジナルデータと処理後のデータセットに関して，

産業，地域，規模，所有構造などの割合を照ら

して比べて見たところ，ほぼ一致しているので，

データセットの balance 化により分析結果に重

要な偏りが生じる可能性は小さいと考えられる。

以下では，このデータを利用して，中国企業の

研究開発活動の状況及び特徴を明らかにする。

　まず，企業規模は「大型」，「中型」，「小型」

に分類される５。この分類に従って，２００４－２００７

年の中国製造業企業の研究開発活動の状況を集

計して，表１のように，件数と比率Ａ６　とを

合わせて見てみよう。大型企業は，４，６９２件，

その内，６３．０６％（２，９５９件）の企業は研究開発

活動を実施している。その一方，中型企業は，

５５，０３３件の中，３２．７１％（１７，９９９件），小型企業

は４６５，６２４件の中，９．６０％（４４，７０６件）の企業し

か実施していない。大型企業は件数が少ないが，

研究開発活動の実施率が高い一方，小型企業は

───────────
４　このデータベースに関する企業レベルのミク
ロデータリソースとしての評価及び日本での企
業レベルの「経済産業省企業活動基本調査」と
の異同について，乾・池本など（２０１０，pp. ３－１３）
を参照されたい。また本『中国鉱工業企業デー
タベース』を利用した分析に，徐（２０１１），劉
（２０１３），八代（２０１１）， ・譚・王（２００７）な
どが挙げられる。

５　その分類の基準は，中国国家統計局により，
以下の表に示した通りである。「中型」，「大型」
は，従業員数，売上高，資産総額に関する条件
を全て満たす企業を指す。「小型」企業は，年間
売上高５００万人民元以上，３，０００万未満従業員数
３００人未満，資産総額４，０００万元未満の企業を指
す。つまり，ここでの「小型」企業は，ある規
模以上中での相対的な「小型」企業である。年
間売上高５００万人民元以下の企業については，
このデータベースに収録されてない。

───────────

小型中型大型単位条件
３００未満３００－２，０００未満　２，０００以上人従業員数
３，０００未満３，０００－３０，０００未満３０，０００以上万元売上高
４，０００未満４，０００－４０，０００未満４０，０００以上万元資産総額

（注）大型，中型企業の分類基準は，３つの条件
を全て満たすこと。

（出所）：国家統計局（２００３）により筆者作成
６　比率 A は，同じ規模の企業の中で，研究開発
「実施あり」，「実施なし」のそれぞれの比率で
あり，該当位置の数字を横に合計すると１００％
となる，その一方，比率Ｂは，研究開発「実施
あり」（あるいは「実施なし」）企業の中で，規
模別のそれぞれのシェアを表し，該当位置の数
字を縦に合計すると１００％となる。以下表２－
４は，同様。
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数が多いわりに，実施率が低いのである。しか

し，比率Ｂから実施ありの企業のシェアを見る

と，小型企業は半数以上（６８．０８％）を示してい

ることが分かる。つまり小型企業は，研究開発

活動の実施率自体は高くない（９．６０％）が，企

業数が多いため，研究活動を実施している中国

企業の主体になっている。

　次に，所有構造を見てみよう。中国での企業

の所有構造の分類は，やや複雑で，少し説明し

ておく必要がある。中国における企業の所有構

造を分析する際，一般的には，中国統計局の公

表している「登記類型」を用いて，データを加

工している。そもそもこの「登記類型」は，中

国の代表的な統計書である『中国統計年鑑』，

『中国工業統計年鑑』での企業所有形態の集計

データにも利用されているためである。しかし，

中国企業に関する企業レベルの個票データの公

表及び利用の広がりによって，登記類型を用い

て，企業の所有形態を定義する場合，中国国内

企業の過小評価及び外資企業の過大評価を招く

といった欠点が明らかになり，企業の所有構造

を正しく反映するため，登記類型ではなく，資

本支配を用いるべきであると徐（２０１３）などが

指摘している。資本支配は，出資の多寡をもっ

て，判定するべきである（徐２０１３，p. ７９）。従っ

て，本論文は，一般的に利用されている登記類

型ではなく，企業の資本支配の多寡で企業の所

有構造を定義する。中国鉱工業企業データベー

スでは，各企業の出資総額と，国，集団，法人，

個人（自然人），中華系（香港・マカオ・台湾），

外国からの出資額が記載されている。それゆえ，

国，集団，法人などからのそれぞれの出資シェ

アを算出し，出資シェアが最大の出資主体はど

こかによってその企業の所有構造を決める。例

えば，ある企業は登記類型では外資合弁企業

（登記類型コード３１０）であるとしても，実際

の出資シェアを算出したところ，国からの出資

シェアが最大である場合は，その企業を外資合

弁企業ではなく，国有企業とする。このような

方法で，登記類型を用いた企業所有についての

分析の歪みを是正し７，過大評価でも過小評価

───────────
７　徐（２０１３）は登記類型を用いた企業所有につ
いての分析の歪みを是正するため，似た方法で
データを加工し，中国経済における国家資本，国
内私的資本と外資の状況を分析した。徐（２０１３）
は第二次中国経済センサスの個票での企業支配
状況（中国語原文：「企業控股状況」）を用いた。
詳しい情報は，徐（２０１３）p. ７９を参照されたい。
本論文で使用する『中国鉱工業企業テータベー
ス』の企業レベルの個票でも，「企業控股状況」
という企業支配を示す状況があるが，年度によ
る分類は，大きな違いがある。例えば，２００７年
でのデータベースでは，「企業控股状況」を国有，
集団，私営，中華系，外資に分類したが，２００４
年でのデータベースでは，「企業控股状況」を国
有支配と非国有支配の分類しかなかった。その
ため，本論文では，企業の所有構造を定義する

表１　企業規模からみた研究開発の実施状況

件数

合計実施あり実施なし

４，６９２２，９５９１，７３３大型

５５，０３３１７，９９９３７，０３４中型

４６５，６２４４４，７０６４２０，９１８小型

５２５，３４９６５，６６４４５９，６８５合計

比率Ａ（%）

合計実施あり実施なし

１００６３．０６３６．９４大型

１００３２．７１６７．２９中型

１００９．６０９０．４０小型

１００１２．５０８７．５０合計

比率Ｂ（%）

合計実施あり実施なし

０．８９４．５１０．３８大型

１０．４８２７．４１８．０６中型

８８．６３６８．０８９１．５７小型

１００１００１００合計
（注）比率Ａは，同じ規模の企業の中で，研究開発

「実施あり」，「実施なし」のそれぞれの比率
であり，該当位置の数字を横に合計すると
１００％となる，その一方，比率Ｂは，研究開発
「実施あり」（あるいは「実施なし」）企業の
中で，規模別のそれぞれのシェアを表し，該
当位置の数字を縦に合計すると１００％となる。
以下表２－４は，同様。

（出所）中国鉱工業企業データベースより筆者作成。
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でもなく，より正確な視点で企業所有構造によ

る研究開発活動の状況を観察することができる。

　表２に示した通り，２００４－２００７年の５２万件弱

の中国企業の内，資本支配の視点から見た中国

企業の所有構造については，個人資本が支配し

ている私営企業（２４６，７８８件）が一番多く，その

次は，法人資本支配企業（以下，法人企業と呼

ぶ。主に有限公司と株式会社を中心とする）

（１３１，８４９件），外国資本支配企業（以下，外資

企業）４９，０８４件，中華系資本支配企業（以下，

中華系企業）４６，０４１件，国資本支配企業（以は，

国有企業）は一握りしかない（１８，９０２件）。ま

たごく一部の企業はいずれか二種類の資本が均

等に支配している（３，８１５件，本稿ではこのよ

うな企業を「均等支配企業」と呼ぶ）。しかし，

比率Ａに目を向けると，この一握りしかない国

有企業の中，約２５．０３％の企業は研究開発活動

を行い，中華系の９．３３％，私営の１１．０９％の２

倍以上となっている。その一方，比率Ｂの実施

ありの企業のシェアから見ると，私営は半数弱

（４１．７０％）以上を占め，その次は法人が２９．６５ 

％，国有企業は７．２１％しかないのである。つま

り，国有企業の研究開発活動の実施率は高いが，

企業数が少ないため，研究開発活動を実施して

いる企業の主体となっていない。その一方，私

営，法人企業は実施率は低いが企業数が多いた

め，中国の製造業の研究開発活動の主体となっ

ている。

　また省別の研究開発活動の実施状況を見てみ

よう。まず，企業数を見ると，浙江省の８６，９４８

件が一番多く，隣の江蘇省は７７，６８７件，南の広

東省は，７４，０２９件である。長江デルタにある浙

江省，江蘇省は，上海を中心として外資企業が

最も進出している地域でもあり，地場工場から

大きな成長を遂げてきた私営企業が数多く所在

している地域でもある。また珠江デルタにある

広東省は，中国の中で最も改革開放が早い地域

である。香港，台湾との地理的な距離が近いた

め，華人資本を中心とする中華系企業を誘致し，

発展してきた地域であったが，今はその他の外

───────────
際，「企業控股状況」に基づいた情報ではなく，
企業の年度ごとの出資額に基づいて出資シェア
を算出した指標を採用した。したがって，２００４
－２００７年において，実際に資本構造が変化した
企業はわずかに存在している。例えば，ある国
有企業の民営化により，国有の出資シェアが減
少し，私営の出資シェアが最も高くなった場合，
所有構造が国有から私営に変化したとする。本
論文での分析では，このような所有構造が変化
した企業も含めている。

表２　所有構造からみた研究開発の実施状況

件数

合計実施あり実施なし

１８，９０２４，７３２１４，１７０国有

２８，８７０２，４３２２６，４３８集団

１３１，８４９１９，４７２１１２，３７７法人

２４６，７８８２７，３７９２１９，４０９私営

４６，０４１４，２９６４１，７４５中華系

４９，０８４６，７７８４２，３０６外資

３，８１５５７５３，２４０均等

５２５，３４９６５，６６４４５９，６８５合計

比率Ａ（%）

合計実施あり実施なし

１００２５．０３７４．９７国有

１００８．４２９１．５８集団

１００１４．７７８５．２３法人

１００１１．０９８８．９１私営

１００９．３３９０．６７中華系

１００１３．８１８６．１９外資

１００１５．０７８４．９３均等

１００１２．５０８７．５０合計

比率Ｂ（%）

合計実施あり実施なし

３．６７．２１３．０８国有

５．５０３．７０５．７５集団

２５．１０２９．６５２４．４５法人

４６．９８４１．７０４７．７３私営

８．７６６．５４９．０８中華系

９．３４１０．３２９．２０外資

０．７３０．８８０．７０均等

１００１００１００合計
（出所）中国鉱工業企業データベースより筆者作成。
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資企業，私営企業が大きな繁栄を遂げている地

域である。比率Ｂに目を向けると，以上の二つ

のデルタ地域は，研究開発活動を実施している

企業の主体（江蘇：１３．８５％，浙江：１８．２３％，

広東：１２．２８％）となっていることが分かる。

その一方，地域別に研究開発活動の実施率（比

率Ａ）をみると，北京（２５．５２％，）重慶（２４．６９ 

％）が最高となっている。この二つの地域は中

国の直轄市８　であり，国有企業の多い地域でも

表３　地域別からみた研究開発の実施状況

比率Ｂ（%）比率Ａ（%）件数

合計実施あり実施なし合計実施あり実施なし合計実施あり実施なし

２．２９４．６８１．９５１００２５．５２７４．４８１２，０５２３，０７６８，９７６北京市

２．１７２．２４２．１６１００１２．８９８７．１１１１，３８５１，４６８９，９１７天津市

３．２２２．０６３．３９１００７．９８９２．０２１６，９２２１，３５１１５，５７１河北省

０．８５０．９００．８４１００１３．２２８６．７８４，４７０５９１３，８７９山西省

０．６２０．５００．６４１００９．９５９０．０５３，２７７３２６２，９５１内蒙古自治区

３．６６２．６９３．８０１００９．１８９０．８２１９，２２７１，７６５１７，４６２遼寧省

０．８６０．９７０．８５１００１４．１０８５．９０４，５３９６４０３，８９９吉林省

０．８００．９５０．７８１００１４．９１８５．０９４，１９１６２５３，５６６黒竜江省

５．９３５．９９５．９２１００１２．６４８７．３６３１，１４６３，９３６２７，２１０上海市

１４．７９１３．８５１４．９２１００１１．７１８８．２９７７，６８７９，０９７６８，５９０江蘇省

１６．５５１８．２３１６．３１１００１３．７７８６．２３８６，９４８１１，９７０７４，９７８浙江省

１．８７２．４９１．７８１００１６．６６８３．３４９，８００１，６３３８，１６７安徽省

５．０１３．９２５．１６１００９．７７９０．２３２６，３１３２，５７１２３，７４２福建省

１．１６１．０７１．１８１００１１．４７８８．５３６，１０５７００５，４０５江西省

９．２２７．４５９．４７１００１０．１０８９．９０４８，４１８４，８９１４３，５２７山東省

４．０９３．２７４．２０１００１０．０１８９．９９２１，４７０２，１５０１９，３２０河南省

２．１２２．５９２．０５１００１５．２９８４．７１１１，１２９１，７０２９v４２７湖北省

２．５９２．９０２．５４１００１４．０２８５．９８１３，５８１１，９０４１１，６７７湖南省

１４．０９１２．２８１４．３５１００１０．８９８９．１１７４，０２９８，０６５６５，９６４広東省

１．０８１．２１１．０６１００１４．０３８５．９７５，６６１７９４４，８６７広西自治区

０．１６０．２４０．１５１００１８．６５８１．３５８３１１５５６７６海南省

１．０２２．０１０．８８１００２４．６９７５．３１５，３４３１，３１９４，０２４重慶市

２．６０３．２６２．５１１００１５．６８８４．３２１３，６６０２，１４２１１，５１８四川省

０．６００．７８０．５７１００１６．２５８３．７５３，１３２５０９２，６２３貴州省

０．６９０．９５０．６５１００１７．１９８２．８１３，６１２６２１２，９９１雲南省

０．０２０．０２０．０２１００１２．６４８７．３６８７１１７６西蔵自治区

０．８４１．４５０．７５１００２１．６４７８．３６４，４０４９５３３，４５１陝西省

０．４８０．３５０．４９１００９．２５９０．７５２，５０７２３２２，２７５甘粛省

０．１００．１１０．１０１００１４．５３８５．４７５１６７５４４１青海省

０．１９０．１８０．１９１００１２．０２８７．９８９９０１１９８７１寧夏自治区

０．３６０．４２０．３６１００１４．２４８５．７６１，９１７２７３１，６４４新彊自治区

１００１００１００１００１２．５８７．５５２５，３４９６５，６６４４５９，６８５合計

（出所）中国鉱工業企業データベースより筆者作成。

───────────
８　直轄市とは，中国での省のような一級の行政
区画に属さず，それらと同格に位置づけられる
行政区画である。重慶市は従来四川省に属して
いたが，１９９７年に中国内陸部の振興のため重慶
直轄市が新設され，四川省から分離した。



中国経済研究　第１１巻第１号３２

ある。つまり，直轄市のような地域での企業は

研究開発活動の実施率が高い一方，私営，外資

の企業数が多い両デルタ地域は，中国の製造業

の研究開発活動の主体となっている。

　最後に産業別の実施状況を見てみよう。まず，

企業の件数から見ると，労働集約型の繊維産業

はもっとも多く，４８，９８９件となっている。次は，

化学原料・化学製品（３９，１０２件）と非金属鉱物

製品（４１，５０９件）の素材関連の産業である。ま

た機械類産業も，企業数が多い。一般機械機器

は，４３，１１６件，特殊機械機器は，２１，３７７件，輸

送機器は，２３，９２６件，電気機械機器は，３３，８４３

件，電子通信機器は，１９，５８９件である。比率Ａ

を見ると，医薬品（４１．６８％），たばこ（３５．０６ 

％），測量機器・関連製品（３２．６７％）は，最も

研究開発活動の実施率が高い三つの産業である。

また，機械類産業も実施率が高いことが分かる。

特殊機械機器は，２１．４２％，輸送機器は２０．８２％，

電気機械機器は１８．９３％，電子通信機器は２７．５４ 

％と高い実施率である。比率Ｂに目を向けると，

たばこ産業を除く，化学原料・化学製品，医薬

品，機械類産業は研究開発活動実施の主体と

なっている。企業規模別，所有構造別あるいは

省別と違い，産業別から見た中国製造業の研究

開発活動は，実施率が高い産業で企業数も多い

ため，これらの産業は実施している企業の主体

表４　産業別からみた研究開発の実施状況

比率Ｂ（%）比率Ａ（%）件数
合計実施あり実施なし合計実施あり実施なし合計実施あり実施なし
５．４４３．５０５．７２１００８．０３９１．９７２８，５９４２，２９７２６，２９７農副食品加工業
２．１３２．６６２．０６１００１５．６０８４．４０１１，２０３１，７４８９，４５５食品
１．３４１．５１１．３２１００１４．０４８５．９６７，０６０９９１６，０６９飲料
０．０６０．１８０．０５１００３５．０６６４．９４３２８１１５２１３たばこ
９．３３４．８２９．９７１００６．４６９３．５４４８，９８９３，１６６４５v８２３繊維
４．７３１．８９５．１４１００４．９８９５．０２２４，８４３１，２３８２３，６０５衣服，靴，帽子
２．４９１．２５２．６６１００６．２９９３．７１１３，０６８８２２１２，２４６皮革およびその他
１．９０．６８２．０７１００４．５１９５．４９９，９６６４４９９，５１７木材加工およびその他
１．１７０．７７１．２２１００８．２７９１．７３６，１３３５０７５，６２６家具製造業
２．９４１．１５３．１９１００４．９１９５．０９１５，４４２７５８１４v６８４紙・紙製品
１．８１０．８８１．９４１００６．１１９３．８９９，５１３５８１８，９３２印刷業
１．４１１．０３１．４６１００９．１２９０．８８７，３９２６７４６，７１８文教体育用品
０．６６０．５４０．６８１００１０．１６８９．８４３，４６５３５２３，１１３石油・石炭加工
７．４４９．４２７．１６１００１５．８１８４．１９３９，１０２６，１８３３２，９１９化学原料・化学製品
２．０４６．８１１．３６１００４１．６８５８．３２１０，７３７４，４７５６，２６２医薬品
０．５６０．４９０．５７１００１０．９７８９．０３２，９５３３２４２，６２９化学繊維
１．２２１．１９１．２３１００１２．１８８７．８２６，４３０７８３５，６４７ゴム製品
４．８６２．８１５．１５１００７．２２９２．７８２５，５１８１，８４３２３，６７５プラスチック製品
７．９５．００８．３２１００７．９０９２．１０４１，５０９３，２８１３８，２２８非金属鉱物製品
２．４１１．１３２．６０１００５．８５９４．１５１２，６７６７４２１１，９３４鉄金属精製
１．９７１．６５２．０１１００１０．４９８９．５１１０，３２８１，０８３９，２４５非鉄金属精製
５．５７３．３０５．９０１００７．４０９２．６０２９，２８４２，１６８２７，１１６金属製品
８．２１９．３９８．０４１００１４．３１８５．６９４３，１１６６，１６８３６，９４８一般機械機器
４．０７６．９７３．６５１００２１．４２７８．５８２１，３７７４，５８０１６，７９７特殊機械機器
４．５５７．５９４．１２１００２０．８２７９．１８２３，９２６４，９８１１８，９４５輸送機器
６．４４９．７６５．９７１００１８．９３８１．０７３３，８４３６，４０７２７，４３６電気機械機器
３．７３８．２１３．０９１００２７．５４７２．４６１９，５８９５，３９４１４，１９５電子通信機器
１．５５４．０６１．２０１００３２．６７６７．３３８，１６６２，６６８５，４９８測量機器・関連製品
２．０６１．３５２．１６１００８．２０９１．８０１０，７９９８８６９，９１３工芸品・その他製造業
１００１００１００１００１２．５８７．５５２５，３４９６５，６６４４５９，６８５合計

（出所）中国鉱工業企業データベースより筆者作成。
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となっていることが分かる。

４．実証分析

　前節で中国鉱工業企業テータベースの企業レ

ベルの個票を用いて考察したように，中国企業

は規模，所有構造，地域，産業により研究活動

に大きな違いがあると明らかになった。本節で

は，その背後にある決定要因を探るために，実

証分析を行う。

（１）モデルとデータ

　冒頭でも述べたように，本論文は企業レベル

の要因を中心に研究開発活動への影響を検証す

る。ここでは，まず，本論文で用いた基本推計

モデルの説明を行う。

　  は，企業 の時間ｔ における研究開発
活動の支出，  は，操業年数で，  は操

業年数の二乗項である。  は，前期流動

資本，  は，前期負債，  は，前期利

潤，  前期輸出を表し，それぞれ前期末の

総資産で標準化されている。  は，研究開発活

動への投資に関する企業 に固有の効果，  は，

攪乱項である。

　この中で，前期流動資本  ，前期負債

  は，企業に資金制約があるのかを捉える

ため，投入した代理変数である。流動資本は，

企業が年間でいつでも現金に換えられる資本で

ある。つまり企業内部資金の潤沢さの度合いを

表す指数である。その一方，負債は外部から調

達している資金の度合いを表す指数である。先

行研究の問題点でも触れたように，中国の企業

は中小及び私営企業は大型国有企業より資金制

約が厳しいため，資金制約により研究開発活動

にマイナスな影響があるとの仮説を立てる。

　また，輸出の効果   についての仮説とし

ては，私営企業に対して，プラス効果，外資企

業にマイナス効果がある。先行研究でも触れた

ように輸出活動は一般的には，企業の研究開発

活動を刺激する。特にもともと技術がそれほど

高くない中国の私営企業にとって，国際市場へ

のアクセスのため，研究開発を通じて，生産プ

ロセスの改善，製品の改良などの努力が不可欠

である。その一方，中華系・外資企業は，中国

での安い生産コストを生かし，中国で生産して

から第三国へ輸出（あるいは自国に逆輸入）し

ようとするのであれば，中国で研究開発活動を

行う必要がない。ところが，中国は市場として

の重要性を高めてきたため，中国国内での販売

のため研究開発を行っている可能性が高い。す

なわち，輸出は中華系・外資企業においてマイ

ナス効果となると考えられる。

　さらに，企業の属性をコントロールするため，

操業年数及び二乗項（  ， ）と，前期

利潤（ ）を説明変数として投入した。操

業年数が長いほど，企業の成長と技術の蓄積に

つながり，研究開発活動の基盤が整えられる可

能性が高いと考えられる。その一方，一定年数

を超えると，現地特有の優れた技能とノウハウ

の優位性が逓減していく可能性もある。また，

投資した設備の老朽化，市場ニーズに合わせた

研究開発ができなくなる可能性も否定できない

ため，操業年数の二乗項を説明変数として含め，

操業年数の長期化効果を検証する。

　利潤は企業の経営状況を表す指標である。企

業の経営状況の良し悪しは，研究開発投資を実

施するどころか，企業の存亡に関わるものであ

る。企業の経営状況が悪くなれば，コスト削減

のため，研究開発活動の資金投入は先に削減さ

れる。Ito and Wakasugi（２００７）による日本の

海外現地法人についての実証では，売上高を経

営状況の代理変数とし，その増加が現地企業の

研究開発活動に対してプラス効果を持つことを

明らかにした。本論文では，企業の利潤を代理
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表５　変数と基本統計量
最大値最小値標準偏差平均値サンプル数説明変数名変数

５００．０１９９３２０．００２３０５５２４７７８研究開発費/資産総額研究開発資金投入RD

４０７０９．５６１００５１０．８２９８１７００４０９２００７年－開業年操業年数year

１６５６４９０６９３．９０６２０８．６９７５７００４０９操業年数の二乗操業年数の二乗year２

１１２．５１２５００．２７３３５５２０．５９３７７９５２５２０９前期値（流動資産/資産総額）資産asset

５９．０３７５００．３０６７５６３０．５２３９６８５２５２０９前期値（流動負債/資産総額）負債debt

５９．８７２６１－２１．１５９２０．２４８５３９５０．０８７９３７５２５２０９前期値（利潤総額/資産総額）利潤profit

１２３．８６６７０１．２９２１１０．４３９０２８５２５２０９前期値（輸出額/資産総額）輸出exp

１００．０９４０８０７０．００８９３１７００４８７企業規模ダミー（大型）大型Dsize１

１００．３０６２３１２０．１０４７５７００４８７企業規模ダミー（中型）中型Dsize２

１００．３１７４２３５０．８８６３１９７００４８７企業規模ダミー（小型）小型Dsize３

１００．２０２３００１０．０４２７５３７００４８７資本支配：国有ダミー国有DInvN

１００．２４４４２４３０．０６３８１６７００４８７資本支配：集団ダミー集団DInvG

１００．４３６４０２４０．２５５９６５７００４８７資本支配：法人ダミー法人DInvC

１００．４９９５１６９０．４７８０１７７００４８７資本支配：私営ダミー私営DInvP

１００．２９１０１１３０．０９３４１４７００４８７資本支配：中華系ダミー中華系DInvHMT

１００．２９３７２６６０．０９５３７１７００４８７資本支配：外資ダミー外資DInvF

（出所）中国鉱工業企業データベースより筆者作成。

表６　相関

大型輸出利潤負債資産操業年数
の二乗　操業年数研究開発

資金投入変数名

１研究開発資金投入

１０．０１０８操業年数

１０．７８０１０．００８７操業年数の二乗

１－０．０２３７－０．０１０２０．０２６６資産

１０．３６６２０．０３５２０．０４７５－０．０１０４負債

１－０．１７８６－０．０１５５－０．０３７１－０．０５１４０．０１２７利潤

１０．１１１３０．０１７７０．０６０３－０．０４１６－０．０５５－０．０００３輸出

１０．０００３－０．０１２－０．００２５－０．０２４３０．１０１７０．１１３６０．０２８大型

－０．０３２５－０．００３４－０．０３７－０．００２３－０．０４６８０．１０８３０．１４９７０．０３２２中型

－０．２６５０．００３２０．０３９３０．００３０．０５２４－０．１３４６－０．１７８１－０．０３９４小型

０．０８３－０．０５６１－０．０５１１０．０４１３－０．０３５１０．２１７０．２８５３０．００９８国有

－０．００７－０．０４０４０．０１０８０．０２０３０．０３０６０．０６６７０．１４２９－０．０１０７集団

０．０１２６－０．０４５０．０１２３－０．０２３８－０．０２８７０．００３３－０．０１５０．００３１法人

－０．０５５４－０．０５７８０．０３９３０．０５７７－０．０１３４－０．０６６１－０．１０７７０．００１私営

０．００２３０．１１８３－０．０４７５－０．０４０４０．０３９９－０．０４０１－０．０３６７－０．０１４２中華系

０．０３０６０．１１１７－０．０１６４－０．０５８０．０１９６－０．０４６６－０．０６０６０．００５５外資

外資中華系私営法人集団国有小型中型

１中型

１－０．９５５１小型

１－０．０９７９０．０７６国有

１０．０２９０．０１８４－０．０１７集団

１－０．１１１９－０．０７８１－０．０１９４０．０１６３法人

１－０．５３７９－０．２０７４－０．１５７５０．１３７１－０．１２５１私営

１－０．２７８２－０．１５４４－０．０２４７０．００１２－０．０６０２０．０６１７中華系

１－０．０５９－０．２８１６－０．１５２４－０．０２５３０．００２６－０．０９２６０．０８６６外資

（出所）中国鉱工業企業データベースより筆者作成。
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変数として用いる。

　

　以上述べた実証分析に使用される変数の定義

及び基本統計量は，表５に示す。変数の相関関

係は表６にまとめた。

　本論文では，被説明変数は企業の研究開発活

動の支出となっている。前節における中国企業

の研究開発活動の実施状況の分析から，企業の

全体の実施率が低く，研究開発活動の支出がゼ

ロとなっている企業が多数存在していることが

分かる。このように分析の対象となる被説明変

数がある水準を境に切り取られているような場

合を一般的に制限従属変数（limited dependent 

variables: LDV）と呼ぶ９。特に本論文の被説明

変数のようにある領域では概ね連続的な値を取

るが，少なくない割合である特定の値（＝０）

をとる場合は，通常の OLS を行うことは可能

であり，線型確率モデルとプロビットモデル，

ロジットモデルの関係と同様にデータの中間域

では当てはまりが良いことが多い。しかし，こ

のような取り扱いは閾値を境にして行動が本質

的に変化しているというデータが持っている重

要な情報を無視することになる。また予測値が

負になる，理論的には不均一分散の可能性が高

い，説明変数の限界効果が一定となるといった

欠点がある。データの持つ情報を有効に使い，

その上で非負なる予測値を返し，また説明変数

が被説明変数に与える限界効果が変化しうるモ

デルが求められる。それが端点解反応モデルで

ある（山下　２００３，p. ５４）。

　本論文の被説明変数の状況を考慮すると，

トービットモデルの一種であるこの端点解反応

モデルを用いて推定することが望ましいと考え

られる。また本論文でのデータはパネルデータ

であるが，通常のパネルデータの場合と同様の

固定効果，変量効果で推定を行うと，誤差項が

正規分布せずにパラメータにバイアスをもたら

す。本論文ではデータの情報をフル活用するた

め，パネル・トービットモデルで推定する１０。

　分析期間が若干短いため，蟻川・河西など

（２０１１）のように，被説明変数のラグを説明変

数に持つダイナミック・パネルモデルで動態的

に研究開発活動の持続性を検証することはでき

ないが，企業が所在している地域（３１省），産業

をコントロールする。前述のように，当該デー

タベースでは，研究開発についてのデータは，

２００５年からあるため，分析期間を２００４年－２００７

年とする。

（２）推定結果

　以下では，まず，中国製造業の企業をすべて

サンプルとして全体の傾向をつかむ。その後，

規模別，所有構造別に分析する。本論文は，パ

ネル・トービットモデルが適したモデルかどう

かを評価するため，それぞれ，パネル・ロジッ

トモデルも同時に推定し，それらの結果と比較

してみたところ，両者は大差がないことが確認

できた。パネル・ロジットモデルの推定結果に

ついては，紙幅の制限があるため，割愛する。

以下，それぞれのパネル・トービットモデルの

推定結果を中心として報告する。

　

①　全体

　表７は，全体の推定結果を示した。まず，資

金制約の変数をみよう。流動資本はいずれもプ

ラス，負債はマイナスで有意な結果となってい

る。企業内部資金の潤沢さの度合いが増えるな

ら，企業の研究開発投入に増加させる要因とな

り，その一方，負債のような外部から調達して

いる資金の度合いが増加するなら，企業研究開

発投入の削減につながっていることが確認され

た。

　次に，利潤もいずれもプラスに推定有意な統

───────────
９　制限従属変数（limited  dependent  variables: 

LDV）に関する詳しい説明は，Wooldridge（２００３）
第１７章を参照されたい。

───────────
１０　パネル・トービットモデルに関する詳しい説明
は，北村（２００４）を参照されたい。http://www. 
ier.hit-u.ac.jp/̃ kitamura/lecture/Hit/04Statsys5. 
pdf（２０１３年５月２０日最終チェック）



計結果となっている。利潤は企業の経営状況を

表す指標である。企業の経営状態がよくなるに

つれ，研究開発活動の投入金額も増えることを

意味している。

　さらに，輸出の効果を見てみると，プラスに

統計有意な推定結果となっている。つまり，全

体としては，企業の輸出活動が活発となると，

国際市場の競争は中国国内より激しい場合が一

般的であるので，国際市場に競争力ある商品を

生み出すため，研究開発活動のインセンティブ

が高まると考えられる。

　最後に，規模と所有ダミーを見てみよう。規

模ダミーの係数は，中型，小型企業ダミーとも

マイナスで統計的に有意である。また小型企業

ダミーの絶対値は，中型より大きいため，大型

企業を基準として，企業規模が小さいほど，研

表７　推定結果：全体

全体
（６）（５）（４）（３）（２）（１）

－０．０００００．００００－０．０００００．００００＊０．００００＊０．００００＊操業年数
（－０．４５）（１．８４）（－０．２２）（２．１１）（２．０８）（１．９６）
０．０００００．０００００．０００００．０００００．０００００．００００操業年数の二乗
（０．３５）（０．３７）（０．７７）（０．８０）（０．８０）（０．８３）
０．００１５＊＊＊０．００１４＊＊＊０．００１４＊＊＊０．００１３＊＊＊０．００１３＊＊＊０．００１４＊＊＊資産
（１３．２５）（１２．２５）（１２．４４）（１１．５４）（１１．５９）（１１．９）
－０．００１１＊＊＊－０．００１１＊＊＊－０．００１０＊＊＊－０．００１０＊＊＊－０．００１０＊＊＊－０．００１１＊＊＊負債
（－１０．２７）（－１０．０３）（－９．１５）（－９．１１）（－９．０８）（－９．８６）
０．０００５＊＊＊０．０００５＊＊＊０．０００６＊＊＊０．０００５＊＊＊０．０００５＊＊＊利潤
（４．１５）（３．９３）（４．７９）（４．４３）（４．６７）
０．０００１＊＊０．０００１＊＊０．０００００．００００＊輸出
（３．０２）（３．０１）（１．７３）（１．９６）
－０．００３６＊＊＊－０．００３６＊＊＊中型
（－９．１１）（－９．３１）
－０．００５４＊＊＊－０．００５４＊＊＊小型
（－１４．２７）（－１４．１５）
０．０００７＊＊＊０．０００８＊＊＊国有
（３．９４）（４．６３）
－０．０００５＊＊＊－０．０００７＊＊＊集団
（－３．３９）（－４．５９）
０．００００－０．００００法人
（０．１２）（－０．４０）
０．０００２＊０．０００１私営
（２．０７）（０．７４）
－０．００１３＊＊＊－０．００１２＊＊＊中華系
（－９．６３）（－９．２０）
－０．０００６＊＊＊－０．０００５＊＊＊外資
（－４．５９）（－３．６２）
０．００６８＊＊＊０．００１５＊＊＊０．００６７＊＊＊０．００１４＊＊＊０．００１４＊＊＊－５．７２０５＊＊＊定数項
（１５．８３）（７．５１）（１６．１５）（８．３０）（８．３７）（－９０．２３）

５２４６４９５２４６４９５２４６４９５２４６４９５２４６４９５２４６４９Number of obs

１７５１３３１７５１３３１７５１３３１７５１３３１７５１３３１７５１３３Number of groups

０．０１１４０．０１１４０．０１１４０．０１１４０．０１１４０．０１１４sigma_u

０．０１６２０．０１６２０．０１６２０．０１６２０．０１６２０．０１６２sigma_e

１３３９２５１１３３９０４５．４１３３９１８４．５１３３８９９１．３１３３８９８９．８１３３８９８７．７log likelihood

（注）（　）内は　t 値。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ，１０%，５％，１％有意（両側検定）であることを表す。

（出所）推定結果より筆者作成。
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究開発活動の投入が少なくなるということを意

味している。つまり，規模による違いが存在し

ている。

　所有構造の違いを見ると，中華系，外資企業，

集団企業は，マイナスで，国有企業と民営企業

（規模をコントロールしたのちに）については，

プラスで統計的に有意な結果となっている。こ

こでの正負の効果は「均等支配企業」を基準１１

としたものである。つまり，「均等支配企業」と

比べて，国有企業と私営企業は，研究開発によ

り多く資金投入している，その一方，中華系，

外資，集団資本が支配している企業は，少なく

投入しているという意味である。まず，国有企

業の正の効果が観察されるのは，企業レベル

データからみた所有構造による企業の研究開発

活動の状況（国有企業の研究開発活動の実施率

がもっとも高い）とも一致している。研究開発

活動において，国有企業は政策面で優遇される

ことがあると思われる。また私営企業は規模を

コントロールしたのちに正の効果が観察された。

個人資本が支配している私営企業において，経

営者の企業家精神が旺盛で，「均等支配企業」よ

り研究開発活動資本投入により積極的になって

いると考えられる。ただし，その正の効果（係

数：０．０００２）は，国有企業（０．０００７）の効果に

はほど遠い１２。次に，中華系，外資，集団資本が

支配している企業の負の効果に関しては，以下

の要因が考えられる。中華系，外資企業は，も

ともとの生産性が中国国内企業より高いため，

研究開発活動を行ってない，あるいは技術流失

の防止のため，中国国内の子会社で行わないな

どの理由によると考えられる。しかし集団企業

の研究開発活動が低調である理由としては，集

団企業は中国の郷鎮など地方政府及び農村合作

社からの出資を中心とする企業であり，かつて

は，中小企業の代名詞であった。生産性が高く

なく，経営管理の経験が乏しく，研究開発に関

する意識自体もその他の企業より薄いためと思

われる。従って，マイナス符号の推定結果は同

じだが，中華系・外資企業と集団企業とではそ

の背景にある要因は，根本的に違う。

　以上により，中国の企業の研究開発活動投入

の決定要因は，全体的にみると，資金制約と経

営状態及び輸出が重要である一方，企業規模，

所有構造により違いがあることも確認できた。

②　企業規模別

　以上の分析から，企業規模，所有構造により

研究開発活動投入の決定には違いがあることが

確認できたが，企業規模，所有構造が異なる場

合，それぞれについて資金制約，経営状況，輸

出などの要因が同じかどうかを，これから検証

していく。

　表８は，規模別の推定結果を示した。まず，

資金制約の変数をみよう。流動資本はいずれも

プラスで，有意な結果となっている。流動資本

の豊富さは，企業の研究開発投入を増加させる

要因となっている。また企業規模と関係なくど

ちらでも重要であると考えられる。その一方，

負債について，中，小型企業では推定有意なマ

イナス効果となったが，大型企業では推定有意

ではない。これは，蟻川・河西など（２０１１）で，

日本企業においても，企業規模により違いがあ

ると分析されているのと一致している。しかし，

中国企業の場合は，中小型企業では，一定程度

の負債の増加は研究開発投資の削減につながっ

ていたが，大型企業では，負債の増減が研究開

発活動に影響を与えないことを示唆している。

その理由としては，中国の金融システムと関係

があるものと考えられる。大型企業はもともと

内部資金が豊富で，また外部資金調達に有利な

立場でもあり，研究開発に資本投入する際，資

本制約からの影響がないと言える。

　次に，企業の経営状態の効果をみてみよう。

①利潤については，大型，中型，小型，いずれ

───────────
１１　均等支配企業情報は，第３節表２に示した企
業レベルデータからみた所有構造による企業の
研究開発活動の状況をご参考されたい。

１２　この点については，後ほど結論で詳しく述べ
るが，研究開発の裾野を中小，私営企業までさ
らに広げるべきであるという主張に繋がる重要
な分析結果である。
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にもプラスだが，大型企業のみ，統計的に有意

な結果ではない。中小型企業は，大型企業より

資金制約があるため，経営状況が良くなれば，

次期の研究開発活動のインセンティブが高まり，

研究開発資金投入を増加させると考えられる。

②操業年数及び操業年数の二乗項について，操

業年数の係数は大型，中型とも，プラスで推定

有意，操業年数の二乗項の係数は，大型企業の

み，マイナスで推定有意な結果となっている。

大型，中型企業に関しては，操業年数が長いほ

ど，企業の成長と技術の蓄積につながり，研究

開発活動の基盤が整えられたと考えられる。そ

の一方，大型企業は，操業が一定年数を超える

と，優れた特有の技能とノウハウの優位性が逓

減し，また，投資した設備の老朽化，市場ニー

ズに合わせた研究開発ができなくなるため，操

業年数の二乗項はマイナスとなると考えられる。

その一方，小型企業は新規参入した企業が多く，

操業年数が長くなるとともに，企業規模の拡大

した企業が違うグループ（中型）にシフトする

か，拡大していない企業は，経営維持を優先し，

研究開発活動への投資に繋がっていないと推測

できる。

　また，輸出の効果については，企業規模別の

違いが見られる。小型企業は，プラスで，中型

は，マイナスで，統計有意の推定結果となって

いる。多くの小型企業はもともと競争力が弱い

ため，輸出活動を通じて市場を拡大する際，国

際市場の競争は中国国内より激しい場合が多々

あるので，国際市場で競争力のある商品を生み

出そうと，より研究開発活動積極的になると考

えられる。その一方，中型企業は，輸出より中

国国内市場を中心としているので，輸出活動は，

かえって研究開発活動に対してネガティブな要

因となっている。

　最後に，所有構造ダミーをみると，大型企業

について，所有構造ダミーは外資以外，有意な

推定結果は得られなかった。つまり，大型企業

について，所有構造による研究開発活動への資

金投入に対する影響の違いが見られないという

ことを意味している。その一方，中型，小型企

業に関する推定結果では，所有構造ダミーの違

いが現れた。例えば，法人企業，私営企業は，

興味深い推定結果となっている。小型規模につ

いて，有意ではないが，中型規模においてはプ

ラス，かつ有意である。法人企業，私営企業は

中国の改革開放以後に開花し，成長してきた企

業が多く，規模が中型まで成長した企業に限り，

研究開発活動の資本投入もより多くなるという

ことを示唆している。また小型企業において，

国有企業はプラス，集団企業は，マイナスの推

定結果となっている。国からの資本支配を中心

する国有企業と郷鎮など地方政府からの資本支

配を中心とする集団企業の差，つまり所有構造

による研究開発資金投入への影響の違いは興味

深い。最後に，外資企業と中華系企業は，企業

規模の大小を問わず，マイナスで有意な結果と

なっている。中国国内企業より，外資企業の研

究開発投入は少ないことが示唆されている。そ

の理由としては，上述の通り，外資企業と中華

系企業は本社を置いている国で研究開発を行い，

その技術を利用することができるので，中国現

地での研究開発を行う必要性が低いと考えられ

る。

③　所有構造別

　表９は，企業所有構造別の推定結果を示した。

ここでは国内資本と，非国内資本の支配による

所有構造１３　の違いを見るため，国内資本支配の

───────────
１３　ここでの分析は，所有構造が変化した企業を
含めた推定結果である。所有構造が変化した企
業を除いたサンプルの推定と比較し，推定結果
は基本的に同じである。所有構造が変化した企
業の数は極めて少ないことと，企業の所有構造
の変化は，企業の研究開発活動の資金投入など
の行動に即時に影響を与える可能性が低いため
であると考えられる。本論文では分析期間が短
いので所有構造が変化した企業を含めた推定結
果を中心として，報告したものである。今後，
所有構造が変化した企業が長期的に企業の研究
開発活動の資金投入への影響を検証する際，所
有構造ダミーの高次ラグを入れて推計し，有意
になるものがあるかどうか確認し，最尤法検定
でいくつかのラグを入れて，検定すべきである。
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企業を，国有，集団，法人，私営と詳しく分け

て，非国内資本支配の企業である中華系と外資

企業を纏めて推定した。

　まず，輸出の効果をみてみよう。中国国内資

本支配の企業の中で，私営企業のみプラスで，

統計有意な推定結果となっている。非国内資本

が支配している中華系・外資企業については統

計有意ではない。前述の企業規模別で違いが見

られたように，企業所有構造別にもはっきりと

した違いが表れた。

　その理由としては，企業の所有構造により企

業の市場戦略が違うため，このような結果に

なったものと考えられる。輸出活動は一般的に

は，企業の研究開発活動を刺激するということ

は，多くの先行研究で指摘されている。中国の

国内企業，特に私営企業にとっては，もともと

技術がそれほど高くないので，国際市場へのア

クセスのため，研究開発を通じて，生産プロセ

スの改善，製品の改良などの努力が不可欠であ

る。そのため，輸出の一定程度の増加は研究開

発投資の増加に繋がっていると考えらえる。こ

の点も，八代（２０１１）の分析と一致している。

ただし国有企業については，そもそも輸出産業

に私営企業のように多く参入しておらず，また

鉄鋼，石油などインフラ産業で集中的に研究開

発活動を行っているため，輸出の増加が企業の

研究開発投資に与える影響は，私営企業ほどで

はないと考えられる。その一方，中華系・外資

企業は，輸出の比率が中国国内企業より高いわ

りに，輸出の研究開発投入に対する影響が確認

できないのである。十分に大きな市場を持つ途

上国ほど，その国の国内での販売が一定程度増

加すると，中華系・外資企業の研究開発投資を

増加させる効果がある。言い換えれば，輸出は

外資企業にマイナスな効果となることは，大川

（２００８）によっても指摘された。ただし，中国

の中華系・外資企業において，２００４－２００７の分

析期間では，輸出のマイナス効果は確認できな

いと考えられる。

　次に，資金制約の効果をみると，流動資本は，

式（１）－（１０）では，すべてプラスで，推定有意

な結果となり，つまり，企業内部資金が潤沢に

なるなら，企業の研究開発投入を増加させる要

因となり，所有構造による違いが見られない。

その一方，負債に関しては，違いが存在してい

る。法人，私営，中華系・外資企業では，負債

は研究開発活動の資本投入にマイナスで統計的

に有意な結果となっているが，国有，集団企業

については，統計的に有意な結果が得られな

かった。興味深いのは，この所有構造の違いが，

中国国内資本支配と非国内資本支配の違いでは

なく，むしろ，公有資本（国有，集団企業）と

私有資本（法人，私営，中華系・外資企業）の

間の違いと見られる点である。いわゆる社会主

義市場経済の下で，研究開発資本の調達に関す

る社会主義の経済部分（国有，集団企業）と資

本主義の経済部分（法人，私営，中華系・外資

企業）の違いかもしれない。

　また，操業年数について，法人企業でプラス

の有意な統計結果となっている。会社制の法人

企業にとって操業年数に現れる成長と技術の蓄

積がより重要であることが確認できた。なぜな

らば，もともと社会主義である中国では，多数

の国有企業は従来から存在する企業であり，そ

の一方，ほんとどの法人企業は中国が改革開放

政策を打ち出した１９７９年以降生まれた企業経営

形態であり，全体的に国有企業より操業年数が

短いのが特徴である。そのため，法人企業の場

合，操業年数の長さが企業の生産，経営ノウハ

ウの蓄積の重要性を増し，研究開発への投入の

インセンティブとなると考えられる。

　最後に，規模ダミーをみてみよう。国有企業

を除く，規模ダミーの係数は，中型，小型企業

ダミーともマイナスで統計的に有意である。ま

た小型企業ダミーの絶対値は，中型より大きい

ため，大型企業を基準として，企業規模が小さ

いほど，研究開発活動の投入が少なくなるとい

うことを意味している。つまり，中国の企業の

全体から見ても，所有構造別から見ても，規模

による研究開発活動への影響が明らかになった。
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５．結論と今後の課題

　本論文では，『中国鉱工業企業テータベース』

の企業レベルの個票を用いて，企業規模別，企

業所有形態別に，企業の資本制約と輸出の効果

を中心に中国企業の研究開発活動への影響につ

いて，実証分析を行った。ここでは，推定結果

を基に以下のように結論をまとめる。

　第一に，企業の研究開発活動への投入に関し

ては，資金制約という要因の重要性を再確認し

た。全体的には，流動資金のプラス効果，負債

のマイナス効果が出たことは多くの先行研究と

一致している。さらに，企業の規模による負債

の違いは，中国の企業において，一定程度，確

認できた。これも，蟻川・河西など（２０１１）が

日本企業において企業の規模による負債の違い

があると分析していることと一致している。た

だし，日本の大型企業では，負債の増加が研究

開発活動にプラスの影響があるという推定結果

が出ている点は違う。中国の大型企業は，特に

資本を外部調達する際に，企業の負債の増加に

よる研究開発投入へのプラス効果は確認できな

かった。

　第二に，所有構造により，輸出効果の違いが

ある。特に私営企業に関して，輸出は研究開発

投資にプラス効果があり，中華系・外資企業に

関しては，輸出の効果はないことが分かった。

所有構造により企業の市場戦略が違うため，輸

出の増加は企業の研究開発投資を増加も減少も

させる要因となりうる。

　第三に，中国企業の研究開発活動については，

資金制約と輸出の効果とともに，経営状態，例

えば，利潤の増加，操業年数の長さも重要な要

因となっていることが明らかになった。

　最後に，同規模の企業において，中華系，外

資企業の研究開発投入が少ないこと，また同じ

所有構造の企業において，規模が大きいほど研

究開発投入も多いことが明らかになった。

　本論文は，既存研究と比べて，以下のような

ことに細心の注意を払い，できるだけ総括的，

かつ具体的に分析を行った。

　第一に，従来ほとんどなされてこなかった企

業レベルのデータを用いた分析を行うことによ

り，中国における企業の研究開発活動の実態及

び決定要因の詳細を解明した。中国企業につい

て，全体的に規模，所有構造の効果を確認する

ことに留まらず，同様の規模の企業に関する所

有構造効果の異同及び同様の所有構造の下での

規模効果の相違について，より全面的に詳しく

分析した。第二に，所有構造について，出資の

多寡による資本支配の定義を元に，企業の所有

構造をデータで捉え，分析を行った。従来の登

記類型を用いた企業所有についての分析の歪み

を是正し，過大評価でも過小評価でもなく，よ

り正確な視点で企業所有構造による研究開発活

動の状況を把握できた。登記類型による定義で

は国有企業の過小評価（あるいは外資の過大評

価）が分析結論のインパクトを低下させるとい

う問題に対応した。第三に，資金制約，輸出の

効果などを含め，企業自身の要因により焦点を

当てた分析である。

　低賃金労働に依存した労働集約産業中心の経

済発展から産業構造の転換が求められている中

国において，研究開発の実態及び決定要因を明

らかにすること自体に意義があるが，それだけ

ではなく，この分析から得た知見を活かして，

いくつの政策提言及びインプリケイションを導

くことが可能である。

　例えば，本論文の実証結果によると，大型企

業について，所有構造による研究開発活動への

資金投入への影響の違いが見られない。また資

金制約も中，小企業より厳しくなく，大型企業

の研究開発活動の実施率が高いので，大企業は

研究開発をリードしている。その意味では，欧

米，日本とも同じ傾向がある。そのため，大型

企業の研究開発について，政府からの補助金制

度より，企業自身に任せたほうが良い。この点

は政府の財源より有効に利用する観点からも望

ましいと考えられる。その代わりに知的財権の

保護，特許制度の普及の改善により大型企業の

イノベーションを制度面でサポートする政策を

強化すべきである。その一方，研究開発の裾野
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を中，小企業，及び私営企業までさらに広げる

ため，中，小企業，私営企業における資金制約

の問題について，緩和策を講じなければならな

い。

　中，小企業が資金制約のために研究開発活動

への投資を抑えているのは，日本も含め，欧米

も見られる現象である。一見，中国では，欧米

日と経済体制に大きな差がありながら，中小企

業の問題が同じように現われているが，金融サ

ポート面から見ると，大きな違いがある。欧米

日は中小企業向けの金融機関が多く，それに対

して，中国はそれに対応する金融機関の数が限

られる。また，中国の特有な所有構造の問題と

も関係して，所有構造別の実証分析により，資

金制約を表わす負債の影響については，公有資

本（国有，集団企業）と私有資本（法人，私営

など）の間の違いもあった。それゆえ，中小企

業とともに，私営など非公有資本の企業への金

融サポート政策の策定が急務であると思われる。

この点は，特に「国進民退」の今日の中国にお

いて重要である。

　また，所有構造により企業の市場戦略が違う

ため，輸出が企業の研究開発投資を増減させる

要因であることが明確になったしたがって，仮

に中国政府が企業の研究開発投入を促進しよう

とすれば，中国企業（特に私営企業）の輸出活

動への奨励政策及び企業の海外進出促進政策

（中国語：「走出去」政策）を一層進めるべきで

あろう。その一方，中国における中華系・外資

企業に対して，輸出活動の優遇政策を実施する

より，中国国内市場を一層開放し，中国市場規

模の優位性，魅力を感じさせ，中華系・外資企

業の研究活動をそれぞれの本社から現地へ移転

するよう促進させる政策に重心を置くべきと考

えられる。

　最後に本論文では，触れなかった残された問

題について述べたい。

　まず，本論文で用いた研究開発活動のデータ

について，２００５年以降しか存在しないという

データの制約で，研究開発投入の決定要因につ

いて，動態効果を検証できなかった。

　次に，企業の研究開発活動は，企業自身の要

因以外に，市場の要因もあると考えられる。例

えば，市場の競争度，中国政府が重点として奨

励している高度新型技術産業に属しているのか

等により，市場に誘発された研究開発がなされ

る可能性もあり，中国政府からの優遇政策を受

け，研究資金の補助，法人税の軽減を受けなが

ら研究開発を行う企業もある。本論文では，こ

のような違いを捉える指数が個票レベルで存在

してないため，これらの要因を考慮した分析が

できなかった。今後は，何らかの方法での代理

指数の工夫，あるいはマクロデータとの接続に

より，このような市場の要因を考慮した分析が

期待される。

　また，中華系，外資企業の分析に関しては，

これらの企業の親会社の要因を考慮していない。

一般的には，多国籍企業の研究開発は，親会社

の規模，資金，戦略により親会社で統一的に研

究開発を行うか，あるいは各地の子会社が研究

開発を分担して行うこともあるので，子会社だ

けの要因による分析では不十分である。本論文

では各中華系，外資企業の親会社に関する情報

が整えられていないため，これらの多国籍企業

の親会社の要因を考慮した分析ができなかった。

今後は，日本企業に限定して親会社と中国に進

出した子会社の財務情報データの接続によりさ

らに研究を深めて行いたい。

　今後，以上の問題を考慮した分析を行う必要

がある。また，企業の研究開発により企業の新

製品拡大，特許の取得，市場の拡大，生産性の

改善及び利潤の改善に関して，どのような効果

があるのかについて，さらに研究を深めて行き

たい。
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　R&D (research and development) activities have historically played a major role in strengthening 

companies’ growth and competitiveness. A study of the R&D activities of firms in China, as well as 

the determinants of these activities, is important, because transforming the country’s industrial 

structure is required for the economic development of labor-intensive industries that depend on 

low-wage labor.

　This study uses the panel Tobit model to analyze firm-level panel data on manufacturing firms 

above a certain size in China, gathered between 2004 and 2007. Using this model, this study 

analyzed the factors that affect these firms’ R&D investment. The main results are as follows. 

First, in terms of financial factors, middle-small and non-public (i.e., private, etc.) firms face 

financial constraints. Second, export activities have a positive effect on R&D investment in local 

firms, especially private firms, but have no effect on foreign firms and HMT (Hong Kong, Macao 

Taiwan) firms. Third, an increase in profit and number of years of operation are also important 

factors. Finally, it is revealed that foreign and HMT firms invest less in R&D, while larger firms 

invest more in R&D in China.




